
費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 当別南部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，０８７，８６３千円

年 効 用 ② １５０，３３６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２０，９１６千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，７６８，２４９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面積拡農作物の生産 作 物 生 産 効 果 ５３，５７６
大や単収の増加量の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆、小豆、

ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ、トマト

ほ場の排水性の改善や大区画化等による労営農経費の節 営農経費節減効果 ３７，５４５
働時間の短縮や機械経費の節減減
対象作物：水稲、小麦、大豆、小豆、

ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ、トマト

用排水施設等の改修、統廃合に伴う施設の維持管理費節減効 １３，３４６
維持管理費の節減果
対象施設：用水路、排水路

老朽化した施設の更新による従前の農業生施設更新によ 更 新 効 果 ４５，８６９
産の維持る従前の農業
対象施設：用水路、排水路生産の維持

計 １５０，３３６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 豊田

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ８８６，１００千円

年 効 用 ② ６３，５７９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ７，３２５千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，１７２，２４８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３，６１１
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、ﾆﾝｼﾞﾝ、ﾈｷﾞ、ｷｬﾍﾞﾂ

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ３３，５８９
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、ﾆﾝｼﾞﾝ、ﾈｷﾞ、ｷｬﾍﾞﾂ

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ８１１
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、耕作道

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２１，０１５
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

用水路の暗渠化による事故率の減少地域の生活環境 安 全 性 向 上 効 果 ４５１
の保全・向上

関連事業により整備された施設の設河川流況安定効果 ３，７８４
置に伴う取水量の増加で河川への還

元水が増加することにより、河川流

況が安定する効果

農業用水を生活用水及び防火用水施地 域 用 水 効 果 ５０
設に利用することにより設置費節減

関連事業により整備された施設の附水辺環境整備効果 ２６８
帯工（魚道）や施設周辺の修景整備

による効果

計 ６３，５７９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 共和中央

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ８８２，０００千円

年 効 用 ② ６５，２４５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２７，５５６千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，１５２，２８１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３０

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面積拡農作物の生産 作 物 生 産 効 果 ２９，９１０
大や単収の増加量の増加
対象作物：水稲、小麦、馬鈴薯、ﾒﾛﾝ、

すいか、ｽｨｰﾄｺｰﾝ、かぼちゃ

農道の整備による防塵、荷痛み防止品 質 向 上 効 果 ２，３３６
対象作物：水稲、小麦、馬鈴薯、ﾒﾛﾝ、

すいか、ｽｨｰﾄｺｰﾝ、かぼちゃ

ほ場の排水性の改善や大区画化等による労営農経費の節 営農経費節減効果 １７，６４７
働時間の短縮や機械経費の節減減
対象作物：水稲、小麦、馬鈴薯、ﾒﾛﾝ、

すいか、ｽｨｰﾄｺｰﾝ、かぼちゃ

用排水施設等の改修、統廃合に伴う施設の維持管理費節減効 ４，６９１
維持管理費の節減果
対象施設：用水路、排水路、農道

農道整備による車両の大型化や走行時間の営農に係る走行経 １，８９５
短縮費節減効果

老朽化した施設の更新による従前の農業生施設更新によ 更 新 効 果 ８，７５０
産の維持る従前の農業
対象施設：用水路、排水路、農道生産の維持

農道の整備による一般交通の時間短縮地域の生活環 一般交通等経費節 １６
境の保全・向 減効果
上

計 ６５，２４５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 西川中

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，７１１，５００千円

年 効 用 ② １２７，３９０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １９，６６３千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６６１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，９０７，５６８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面積拡農作物の生産 作 物 生 産 効 果 ４７，５４６
大や単収の増加量の増加
対象作物：水稲、小麦、タマネギ

ほ場の排水性の改善や用水整備による労働営農経費の節 営農経費節減効果 ３６，７９２
時間の短縮による節減減
対象作物：水稲、小麦、タマネギ

用排水施設等の改修に伴う施設の維持管理維持管理費節減効 ２７，２８２
費の節減果
対象施設：用水路、排水路

老朽化した施設の更新による従前の農業生施設更新によ 更 新 効 果 １５，７７０
産の維持る従前の農業
対象施設：用水路、排水路生産の維持

計 １２７，３９０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 納内南

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，９２１，８３３千円

年 効 用 ② １３４，６８２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２１，１５３千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５１１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，６１４，５０３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面積拡大や単収農作物の生産 作物生産効 ３３，８７０
の増加量の増加 果
対象作物：水稲、小麦、大豆、小豆、ﾒﾛﾝ

ｽﾀｰﾁｽ、馬鈴薯

ほ場の排水性の改善や大区画化等による労働時間の営農経費の節 営農経費節 １５，０２７
短縮や機械経費の節減減 減効果
対象作物：水稲、小麦、大豆、小豆、ﾒﾛﾝ、馬鈴薯

用排水施設等の改修、統廃合に伴う施設の維持管理維持管理費 ２０，４０４
費の節減節減効果
対象施設：用水路、排水路、耕作道

老朽化した施設の更新による従前の農業生産の維持施設更新による従前の 更 新 効 果 ５５，６１３
対象施設：用水路、排水路、道路農業生産の維持

用水路の暗渠化による事故率の減少地域の生活環 安全性向上 ３，３５４
境の保全・向 効果
上

関連事業により整備された施設の整備に伴い整備さ公共施設保 １９１
れた振替既設道路の維持管理節減や一般交通等経費全効果
節減、更新効果

関連事業として整備される施設の設置に伴う取水量河川流況安 ６,１２８
の増加で河川への還元水が増加することにより、河定効果
川流況が安定する効果

関連事業として整備する農業用水を生活用水及び防地域用水効 ３
火用水施設に利用することにより設置費節減果

関連事業により整備された施設の附帯工（魚道）や水辺環境整 ９２
施設周辺の修景整備による効果備効果

計 １３４，６８２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 多度志北

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６，３７９，３６９千円

年 効 用 ② ３５４，２１０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １３８，８０４千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５０７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６，８４７，５８７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面積拡大農作物の生産 作物生産効果 ９，０３０
や単収の増加量の増加
対象作物：水稲、そば、小麦、大豆、

小豆、ﾒﾛﾝ、ｽｨｰﾄｺｰﾝ

ほ場の排水性の改善や大区画化等による労働営農経費の節 営農経費節減効 １２，２４６
時間の短縮や機械経費の節減減 果
対象作物：水稲、そば、小麦、大豆、

小豆、ﾒﾛﾝ、ｽｨｰﾄｺｰﾝ

用水施設の改修、統廃合に伴う施設の維持管維持管理費節減 １４４，３９７
理費の節減効果
対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の農業生産施設更新によ 更新効果 １２１，４０４
の維持る従前の農業
対象施設：用水路生産の維持

関連事業の整備による、農業施設及び公共施地域の生活環 地域洪水被害軽 ２，２８８
設への水害の防止・軽減境の保全・向 減効果

上
関連事業として整備された施設の整備に伴い公共施設保全効 １０，６４４
整備された振替既設道路の維持管理節減や一果
般交通等経費節減、更新効果

関連事業として整備される施設の設置に伴う河川流況安定効 ５４，２０１
取水量の増加で河川への還元水が増加するこ果
とにより、河川流況が安定する効果

計 ３５４，２１０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 共栄

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，６５９，０００千円

年 効 用 ② １１５，８６１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ３，５５９千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６４６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，７８９，９５５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面積拡農作物の生産 作 物 生 産 効 果 １９，２０８
大や単収の増加量の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆、小豆、ﾀﾏﾈｷﾞ

ほ場の排水性の改善や大区画化等による労営農経費の節 営農経費節減効果 ３５，４７９
働時間の短縮による節減減
対象作物：水稲、小麦、大豆、小豆、ﾀﾏﾈｷﾞ

用排水施設等の改修に伴う施設の維持管理維持管理費節減効 ４９，８４６
費の節減果
対象施設：用水路、排水路

老朽化した施設の更新による従前の農業生施設更新によ 更 新 効 果 １１，３２８
産の維持る従前の農業
対象施設：用水路、排水路生産の維持

計 １１５，８６１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 岐阜

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ８３７，２３５千円

年 効 用 ② ８１，１３０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １９，４０３千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５４６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，４６６，４９４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．７５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面積拡大や単収農作物の生産 作物生産効 ３８，９５９
の増加量の増加 果
対象作物：水稲、小麦、大豆、ﾈｷﾞ、人参、ｶﾎﾞﾁｬ

ほ場の排水性の改善や大区画化等による労働時間の営農経費の節 営農経費節 １８，４１２
短縮や機械経費の節減減 減効果
対象作物：水稲、小麦、大豆、ﾈｷﾞ、人参、ｶﾎﾞﾁｬ

用排水施設等の改修、統廃合に伴う施設の維持管理維持管理費 ７，２５４
費の節減節減効果
対象施設：用水路、排水路

老朽化した施設の更新による従前の農業生産の維持施設更新による従前の 更新効果 １２，２８７
対象施設：用水路、排水路農業生産の維持

用水路の暗渠化による事故率の減少地域の生活環 安全性向上 ２３６
境の保全・向 効果
上

関連事業により整備された施設の整備に伴い整備さ公共施設保 ４４６
れた振替既設道路の維持管理節減や一般交通等経費全効果
節減、更新効果

関連事業として整備される施設の設置に伴う取水量河川流況安 ３，５０３
の増加で河川への還元水が増加することにより、河定効果
川流況が安定する効果

農業用水を生活用水及び防火用水施設に利用するこ地域用水効 ２０
とにより設置費節減果

関連事業により整備された施設の附帯工（魚道）や水辺環境保 １３
施設周辺の修景整備による効果全効果

計 ８１，１３０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 奈井江瑞穂

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ９９７，５００千円

年 効 用 ② ８８，０８２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ５４，５２４千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，６３６，１０９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．６４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面積拡農作物の生産 作 物 生 産 効 果 １１，３８２
大や単収の増加量の増加
対象作物：水稲、小麦、小豆、ﾒﾛﾝ、牧草

ほ場の排水性の改善や用水整備による労働営農経費の節 営農経費節減効果 ２０，３４５
時間の短縮による節減減
対象作物：水稲、小麦、小豆、ﾒﾛﾝ、牧草

用排水施設等の改修に伴う施設の維持管理維持管理費節減効 ４０，５０６
費の節減果
対象施設：用水路、排水路

老朽化した施設の更新による従前の農業生施設更新によ 更 新 効 果 １５，８４９
産の維持る従前の農業
対象施設：用水路、排水路生産の維持

計 ８８，０８２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 新双誠

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３，７５１，９４１千円

年 効 用 ② ２９５，３１６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １６１，４８５千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５１６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５，５６１，６９３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．４８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面積拡農作物の生産 作 物 生 産 効 果 ６３，０７３
大や単収の増加量の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆、タマネギ、

ﾊｸｻｲ、ﾈｷﾞ

ほ場の排水性の改善や用水整備による労働営農経費の節 営農経費節減効果 ３８，３５０
時間の短縮による節減減
対象作物：水稲、小麦、大豆、タマネギ、

ﾊｸｻｲ、ﾈｷﾞ

用排水施設等の改修に伴う施設の維持管理維持管理費節減効 ８２，０７４
費の節減果
対象施設：用水路、排水路

老朽化した施設の更新による従前の農業生施設更新によ 更 新 効 果 １００，０８０
産の維持る従前の農業
対象施設：用水路、排水路生産の維持

関連事業により整備された用水路の暗渠化地域の生活環 安全性向上効果 ２，３１６
及びﾌｪﾝｽ設置による事故率の減少境

の保全・向上
関連事業により整備された施設の整備に伴公共施設保全効果 ９，４２３
い整備された振替既設道路の維持管理節減

や一般交通等経費節減

計 ２９５，３１６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 協栄

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４，９０３，５０３千円

年 効 用 ② ２６７，４０２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １２９，４３９千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９５
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５，２７２，６２２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面積拡農作物の生産 作 物 生 産 効 果 １５，７３７
大や単収の増加量の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆、小豆、

ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ、トマト

ほ場の排水性の改善や大区画化等による労営農経費の節 営農経費節減効果 ２０，７１１
働時間の短縮や機械経費の節減減
対象作物：水稲、小麦、大豆、小豆、

ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ、トマト

用排水施設等の改修、統廃合に伴う施設の維持管理費節減効 ７５，９７０
維持管理費の節減果
対象施設：用水路、排水路

老朽化した施設の更新による従前の農業生施設更新によ 更 新 効 果 １０２，７３０
産の維持る従前の農業
対象施設：用水路、排水路生産の維持

関連事業の整備による、農業施設及び公共地域の生活環 地域洪水被害軽減 １，７８８
施設への水害の防止・軽減境の保全・向 効果

上
関連事業として整備された施設の整備に伴公共施設保全効果 ８，１０５
い整備された振替既設道路の維持管理節減

や一般交通等経費節減、更新効果

関連事業として整備される施設の設置に伴河川流況安定効果 ４２，３６１
う取水量の増加で河川への還元水が増加す

ることにより、河川流況が安定する効果

計 ２６７，４０２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 日の出

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３，３９９，４９６千円

年 効 用 ② １９０，７８７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ８５，２８４千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９５
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３，７６８，９９９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１０

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面積拡大や単収農作物の生産 作物生産効 ２１，３７５
の増加量の増加 果
対象作物：水稲、小麦、大豆、小豆、ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ、ﾄﾏﾄ

ほ場の排水性の改善や大区画化等による労働時間の営農経費の節 営農経費節 ５０，２２０
短縮や機械経費の節減減 減効果
対象作物：水稲、小麦、大豆、小豆、ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ、ﾄﾏﾄ

用排水施設等の改修、統廃合に伴う施設の維持管理維持管理費 ２６，１４５
費の節減節減効果
対象施設：用水路、排水路

老朽化した施設の更新による従前の農業生産の維持施設更新による従前の 更新効果 ６３，１２１
対象施設：用水路、排水路農業生産の維持

関連事業の整備による、農業施設及び公共施設への地域の生活環 地域洪水被 １，０２４
水害の防止・軽減境の保全・向 害軽減効果

上
関連事業として整備された施設の整備に伴い整備さ公共施設保 ４，６４２
れた振替既設道路の維持管理節減や一般交通等経費全効果
節減、更新効果

関連事業として整備される施設の設置に伴う取水量河川流況安 ２４，２６０
の増加で河川への還元水が増加することにより、河定効果
川流況が安定する効果

計 １９０，７８７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 追分２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４，０１５，９９０千円

年 効 用 ② ３５６，３６６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １２２，８１８千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３８年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６，５６３，２２３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．６３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面積拡大や単収農作物の生産 作物生産効 ２８，１４８
の増加量の増加 果
対象作物：水稲、小麦、タマネギ

ほ場の排水性の改善や用水整備による労働時間の短営農経費の節 営農経費節 ８８，９５２
縮による節減減 減効果
対象作物：水稲、小麦、タマネギ

用排水施設等の改修に伴う施設の維持管理費の節減維持管理費 １３５，９６８
対象施設：用水路、排水路節減効果

老朽化した施設の更新による従前の農業生産の維持施設更新によ 更 新 効 果 ７２，７４５
対象施設：用水路、排水路る従前の農業

生産の維持

関連事業として整備された施設の整備に伴い整備さ地域の生活環 公共施設保 ２，８９０
れた振替既設道路の維持管理節減や一般交通等経費境の保全・向 全効果
節減、更新効果上

関連事業として整備される施設の設置に伴う取水量河川流況安 ２６，０４８
の増加で河川への還元水が増加することにより、河定効果
川流況が安定する効果

農業用水を生活用水及び防火用水施設に利用するこ地域用水効 ５９３
とによる設置費節減果

関連事業により整備された施設の附帯工（魚道）や水辺環境整 １，０２２
施設周辺の修景整備による効果備効果

計 ３５６，３６６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 瑞生

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，３５３，１１４千円

年 効 用 ② １２６，０５６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ７０，９０４千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６６５
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，８２４，６７５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面積拡農作物の生産 作 物 生 産 効 果 ５９，９９２
大や単収の増加量の増加
対象作物：水稲、小麦、小豆、ｱｽﾊﾟﾗ、

にんじん、長ネギ

ほ場の排水性の改善や区画整理等による労営農経費の節 営農経費節減効果 ３２，８４８
働時間の短縮による節減減
対象作物：水稲、小麦、小豆、ｱｽﾊﾟﾗ、

にんじん、長ネギ

用排水施設の新設・改修に伴う施設の維持維持管理費節減効 １１，３５６
管理費の増または節減果
対象施設：用水路（新設）、排水路

老朽化した施設の更新による従前の農業生施設更新によ 更 新 効 果 ２１，８６０
産の維持る従前の農業
対象施設：排水路生産の維持

計 １２６，０５６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 美里

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５，５６７，０３７千円

年 効 用 ② ３２４，３３１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １２０，６３９千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５０３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６，３２７，２９３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面積拡大や単農作物の生産 作物生産効果 １６，２３１
収の増加量の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆、小豆、ｶﾎﾞﾁｬ、ﾎｳﾚ

ﾝｿｳ,ﾄｳﾓﾛｺｼ

ほ場の大区画化による労働時間の短縮や機械経費営農経費の節 営農経費節減 １４１，１９０
の節減減 効果
対象作物：水稲、小麦、大豆、小豆、ｶﾎﾞﾁｬ、ﾎｳﾚ

ﾝｿｳ,ﾄｳﾓﾛｺｼ

用排水施設等の改修、統廃合に伴う施設の維持管維持管理費節 ３９，８３８
理費の節減減効果
対象施設：用水路、排水路、耕作道

農道設置に伴う農産物の流通や通作の効率化営農に係る走行 ２９６
経費節減効果

老朽化した施設の更新による従前の農業生産の維施設更新によ 更新効果 １２４，６４２
持る従前の農業
対象施設：用水路、排水路、道路生産の維持

関連事業として整備された施設の整備に伴い整備地域の生活環 公共施設保全 ７０６
された振替既設道路の維持管理節減や一般交通等境の保全・向 効果
経費節減、更新効果上

農業用水を防火用水施設等に利用することにより地域用水効果 １，２７７
設置費節減

関連事業により整備された施設の附帯工（魚道）水辺環境整備 １５１
や施設周辺の修景整備による効果効果

計 ３２４，３３１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 青森県 地区名 豊 間 内

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ９７０，６１９千円

年 効 用 ② ５７，６３１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５４６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，０５５，５１２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ６，３５３
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、にんにく、そば、

大豆など

排水改良等でほ場条件が改善される営農経費の節減 営農経費節減効果 ２６，３４４
ことによる労働時間の短縮や機械経
費の節減
対象作物：水稲

用排水施設等の改修に伴う施設の維維持管理費節減効果 １４，３６０
持管理費の節減
対象施設：用排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ９，９２４
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、道路の維持

換地手法を用いて先行的に公用地等地域の生活環境 非農用地等創設効果 ６５０
を合理的、経済的に取得することにの保全・向上
よる用地交渉の期間の短縮、節減や
測量経費、登記手続き等事務経費の
節減
対象施設：創設非農用地

計 ５７，６３１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 岩手県 地区名 夏 川 ３ 期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １０，５３１，０００千円

年 効 用 ② ９８２，２３４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ４９４，４９３千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ ０．０６９３
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １３，６７９，１５８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ５６，６３５
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、牧草、なす、

きゅうり、大豆など

排水改良等でほ場条件が改善される営農経費の節減 営農経費節減効果 ７８５，６９８
ことによる労働時間の短縮や機械経
費の節減
対象作物：水稲、牧草、なす、

きゅうり、トマトなど

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 △１９，５６９
施設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路、揚水機、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １５９，３８０
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、揚水機、道路の維持

換地手法を用いて先行的に公用地等地域の生活環境 非農用地等創設効果 ９０
を合理的、経済的に取得することにの保全・向上
よる用地交渉の期間の短縮、節減や
測量経費、登記手続き等事務経費の
節減

対象施設：創設非農用地

計 ９８２，２３４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 岩手県 地区名 都 鳥 ２ 期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４，９６８，０００千円

年 効 用 ② ３４２，４４０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ４１，１００千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６，４４４，５０６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２２，２９３
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、ピーマン、

牧草、きゅうり、トマト

排水改良等でほ場条件が改善される営農経費の節減 営農経費節減効果 １９５，２６３
ことによる労働時間の短縮や機械経
費の節減
対象作物：水稲、大豆

用排水施設等の改修に伴う施設の維維持管理費節減効果 ３２，５７９
持管理費の節減
対象施設：用排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ９２，１５６
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、道路の維持

換地手法を用いて先行的に公用地等地域の生活環境 非農用地等創設効果 １４９
を合理的、経済的に取得することにの保全・向上
よる用地交渉の期間の短縮、節減や
測量経費、登記手続き等事務経費の
節減
対象施設：創設非農用地

計 ３４２，４４０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 宮城県 地区名 三 輪 田

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，８１７，０００千円

年 効 用 ② １４７，５４６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １，５８９千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，５１１，９７１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ８，１５４
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、大麦

排水改良等でほ場条件が改善される営農経費の節減 営農経費節減効果 １１６，７８９
ことによる労働時間の短縮や機械経
費の節減
対象作物：水稲、大豆、大麦

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 １０，１７９
施設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路、揚水機、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １１，９２１
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、揚水機の維持

換地手法を用いて先行的に公用地等地域の生活環境 非農用地等創設効果 ５０３
を合理的、経済的に取得することにの保全・向上
よる用地交渉の期間の短縮、節減や
測量経費、登記手続き等事務経費の
節減
対象施設：創設非農用地

計 １４７，５４６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 宮城県 地区名 真野大谷地２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，０９６，０００千円

年 効 用 ② ３１９，２３９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５，６１０，５２７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① ２．６７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １１，３３５
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、大麦

排水改良等でほ場条件が改善される営農経費の節減 営農経費節減効果 ２９８，５５３
ことによる労働時間の短縮や機械経

費の節減

対象作物：水稲、大豆、大麦

用排水施設等の改修に伴う施設の維維持管理費節減効果 ３，０１１
持管理費の節減

対象施設：用排水路、道路、揚水機

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ６，３４０
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、道路の維持

計 ３１９，２３９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 宮城県 地区名 青木川２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，８６０，０００千円

年 効 用 ② ３５３，２２６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６，３８７，４５０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① ２．２３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １５，６４６
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、大麦

排水改良等でほ場条件が改善される営農経費の節減 営農経費節減効果 ３０４，３６９
ことによる労働時間の短縮や機械経

費の節減

対象作物：水稲、大豆、大麦

用排水施設等の改修に伴う施設の維維持管理費節減効果 １５，９０３
持管理費の節減

対象施設：用排水路、道路、揚水機

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １７，３０８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、道路、揚水機の維持

計 ３５３，２２６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 宮城県 地区名 青 生 ２ 期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３，６１８，２６０千円

年 効 用 ② ２９５，４５１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ５５，１１１千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５，６１５，７３４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １５，４８３
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、大麦、

ねぎ、ほうれん草、

ばれいしょ、なす、牧草

排水改良等でほ場条件が改善される営農経費の節減 営農経費節減効果 ２５４，１７７
ことによる労働時間の短縮や機械経

費の節減

対象作物：水稲、大豆、大麦

用排水施設等の改修に伴う施設の維維持管理費節減効果 ６，２９２
持管理費の節減

対象施設：用排水路、道路、

揚水機、ダム、用水管理施設

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １９，４９９
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、道路の維持

計 ２９５，４５１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 宮城県 地区名 栗原２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，６０６，８５４千円

年 効 用 ② １３９，３７９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６１

便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，４８４，４７４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ５，６１５

面積拡大や単収の増加の増加

対象作物：水稲、大豆、きゅうり、

ほうれん草

排水改良等でほ場条件が改善される営農経費の節減 営農経費節減効果 １１６，３１５

ことによる労働時間の短縮や機械経

費の節減

対象作物：水稲、大豆

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ４，７３２

施設の維持管理費の節減

対象施設：用排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １２，７１７

農業生産の維持従前の農業生産

対象施設：用排水路、道路の維持

計 １３９，３７９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 秋田県 地区名 藤 琴

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，７２２，０００千円

年 効 用 ② １２４，８８４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５７７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，１６４，３６７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １１，７３２
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、うど、

アスパラガス

排水改良等でほ場条件が改善される営農経費の節減 営農経費節減効果 ６８，２８３
ことによる労働時間の短縮や機械経

費の節減

対象作物：水稲、大豆

用排水施設等の改修に伴う施設の維維持管理費節減効果 ３０，３１２
持管理費の節減

対象施設：用排水路、道路、揚水機

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １４，５５７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、揚水機の維持

計 １２４，８８４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 秋田県 地区名 常盤本郷

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，４１４，３５０千円

年 効 用 ② １２３，２９４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５４６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，２５８，１３２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １１，０５５
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、ねぎ、

みょうが、ほうれん草

排水改良等でほ場条件が改善される営農経費の節減 営農経費節減効果 ７５，５４５
ことによる労働時間の短縮や機械経
費の節減
対象作物：水稲、大豆

用排水施設等の改修に伴う施設の維維持管理費節減効果 ９，２８２
持管理費の節減
対象施設：用排水路、道路、揚水機

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２７，０７９
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、揚水機、の維持

取水施設

将来国土調査を行う予定であるが本地域の生活環境 地 籍 確 定 効 果 ３３３
事業を実施した場合に行う換地作業の保全・向上
により付随的に地籍が明確となる効
果

計 １２３，２９４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 秋田県 地区名 左 手 子

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５８３，８００千円

年 効 用 ② ５０，１５８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ８９４，０８２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ５，３５９
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、ねぎ、

とうもろこし、ブロッコリー

排水改良等でほ場条件が改善される営農経費の節減 営農経費節減効果 ３６，３７６
ことによる労働時間の短縮や機械経
費の節減
対象作物：水稲、大豆

用排水施設等の改修に伴う施設の維維持管理費節減効果 ４，０８１
持管理費の節減
対象施設：用排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２，８１８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路の維持

将来国土調査を行う予定であるが本地域の生活環境 地 籍 確 定 効 果 ２０３
事業を実施した場合に行う換地作業の保全・向上
により付随的に地籍が明確となる効
果

施設の機能を維持しつつ、周辺の景水辺環境整備効果 １，３２１
観や環境に配慮した構造とすること
で水辺環境を保全・創造する
対象施設：排水路

計 ５０，１５８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 秋田県 地区名 本 堂 城 回

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６,７１２，６５０千円

年 効 用 ② ５２７，５５２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４４年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ ０．０５０３
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １０，４８８，１１１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ５２，４４２
面積拡大や単収の増加の増加

水稲、枝豆、アスパラガス、大豆、トマト、セリ、対象作物：
ほうれん草、キャベツ

排水改良等でほ場条件が改善される営農経費の節減 営農経費節減効果 ３６４，９４７
ことによる労働時間の短縮や機械経
費の節減
対象作物：水稲、大豆

用排水施設等の改修に伴う施設の維維持管理費節減効果 １５，４３９
持管理費の節減
対象施設：用排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３７，３０８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、道路の維持

発掘調査により文化的価値が明確と地域の生活環境 文 化 財 発 見 効 果 １４，７３９
なる効果の保全・向上
対象遺跡：本堂城、払田柵遺跡

将来国土調査を行う予定であるが本地 籍 確 定 効 果 ３３３
事業を実施した場合に行う換地作業
により地籍が明確となる効果

動植物の生息に配慮した整備を行う水辺環境整備効果 ４２，３４４
ことにより、豊かな生態系が保全さ
れる効果
対象施設：湧水保護盛土

計 ５２７，５５２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 秋田県 地区名 国 見

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，３５２，０００千円

年 効 用 ② ３３０，３４６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５９７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５，５３３，４３４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① ２．３５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ９５，８２８
面積拡大や単収の増加の増加

水稲、枝豆、ほうれん草、大豆、アスパラガス、対象作物：

トマト、そら豆、なす

排水改良等でほ場条件が改善される営農経費の節減 営農経費節減効果 １４５，８２７
ことによる労働時間の短縮や機械経

費の節減

対象作物：水稲、大豆

用排水施設等の改修に伴う施設の維維持管理費節減効果 １５，３０４
持管理費の節減

対象施設：排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ７１，９１５
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路の維持

施設の機能を維持しつつ、周辺の景地域の生活環境 水辺環境整備効果 １，４７２
観や環境に配慮した構造とすることの保全・向上
で水辺環境を保全・創造する

対象施設：生態系保全池

計 ３３０，３４６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福島県 地区名 原

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，５３９，０００千円

年 効 用 ② １０４，４０１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，００３，８５８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３０

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，３７７
面積増減や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、

夏秋トマト、ほうれん草

排水改良等でほ場条件が改善される営農経費の節減 営農経費節減効果 ８６，７３６
ことによる労働時間の短縮や機械経
費の節減
対象作物：水稲

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ９，３９３
施設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ５，５４２
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路の維持

発掘調査により文化的価値が明確と地域の生活環境 文 化 財 発 見 効 果 ３５３
なる効果の保全・向上
対象遺跡：坊主山遺跡

計 １０４，４０１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福島県 地区名 押 釜

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ９３０，０００千円

年 効 用 ② ５１，５１１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ９８８，６９５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３，１２２
面積増減や単収の増加の増加
対象作物：水稲、小麦、

加工ばれいしょ

排水改良等でほ場条件が改善される営農経費の節減 営農経費節減効果 ４３，２２０
ことによる労働時間の短縮や機械経
費の節減
対象作物：水稲

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ２，８９９
施設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １，８１７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路の維持

社会的要請に基づき橋梁高欄を設置地域の生活環境 安 全 性 向 上 効 果 １２７
することにより、安全性が向上するの保全・向上
効果

発掘調査により文化的価値が明確と文 化 財 発 見 効 果 ３２６
なる効果
対象遺跡：内畑遺跡

計 ５１，５１１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福島県 地区名 新 田 作

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５９５，０００千円

年 効 用 ② ３３，５７２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５４６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６１４，８７２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ９５７
面積増減や単収の増加の増加

水稲、ピーマン、葉たばこ、地力増進作物、大豆、対象作物：
そば

排水改良等でほ場条件が改善される営農経費の節減 営農経費節減効果 ２６，２５３
ことによる労働時間の短縮や機械経
費の節減
対象作物：水稲

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ４，１５０
施設の維持管理費の節減
対象施設：用排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １，７１６
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路の維持

発掘調査により文化的価値が明確と地域の生活環境 文 化 財 発 見 効 果 ３０６
なる効果の保全・向上
対象遺跡：笊内遺跡

施設の機能を維持しつつ、周辺の景水辺環境整備効果 １９０
観や環境に配慮した構造とすること
で水辺環境を保全・創造する
対象施設：環境創造水路

計 ３３，５７２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福島県 地区名 九 生 滝

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６０２，０００千円

年 効 用 ② ３４，５２６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６２４，３４０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，８９８
面積増減や単収の増加の増加
対象作物：水稲、飼料作物、

りんどう、大根、馬鈴薯、白菜

排水改良等でほ場条件が改善される営農経費の節減 営農経費節減効果 ２５，６３８
ことによる労働時間の短縮や機械経

費の節減

対象作物：水稲

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ３，４５７
施設の維持管理費の節減

対象施設：用排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２，０２９
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路の維持

施設の機能を維持しつつ、周辺の景地域の生活環境 水辺環境整備効果 ５０４
観や環境に配慮した構造とすることの保全・向上
で水辺環境を保全・創造する

対象施設：ほたる水路

計 ３４，５２６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福島県 地区名 土 田 北

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５２７，０００千円

年 効 用 ② ３１，７１４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５０７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６２５，５２３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ６０５
面積増減や単収の増加の増加
対象作物：水稲、そば、ほうれん草

排水改良等でほ場条件が改善される営農経費の節減 営農経費節減効果 ２６，７７９
ことによる労働時間の短縮や機械経

費の節減

対象作物：水稲

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 １，９２４
施設の維持管理費の節減

対象施設：用排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２，４０６
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路の維持

計 ３１，７１４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 茨城県 地区名 滝 川

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６４３，１８５千円

年 効 用 ② ３８，６８７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６８９，６０８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物農作物の生産量の 作 物 生 産 効 果 １２，８１０
の面積拡大や単収の増加増加
対象作物：水稲，いちご，きゅう

り，ねぎ，大豆

排水改良等による労働時間の短縮営農経費の節減 営農経費節減効果 ２５，１１８
や機械経費の節減

対象作物：水稲，いちご，きゅう

り，ねぎ，大豆

農道や用排水施設の改修に伴う施維持管理費節減効果 ２８
設の維持管理費の節減

対象施設：農道,用水機場,用水

路,排水路

非農用地創設にかかる諸経費の節地域の生活環境の 非農用地等創設効果 ６２２
減保全・向上

排水路の一部を生態系に配慮した水辺環境整備効果 １０９
水

路とすることによる水辺環境の保

全

計 ３８，６８７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 茨城県 地区名 大 宝 沼

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，８７７，０００千円

年 効 用 ② １６９，１６７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，８８１，８９１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物農作物の生産量の 作 物 生 産 効 果 １２，５２５
の面積拡大や単収の増加増加
対象作物：水稲,大豆,ネギ,小麦

農道の整備による生産物運搬時の品 質 向 上 効 果 ６，５１９
損傷の軽減

対象作物：ネギ,白菜,ほうれん

草,梨

排水改良等による労働時間の短縮営農経費の節減 営農経費節減効果 ９３，４７１
や機械経費の節減

対象作物：水稲,大豆,ネギ

農道や用排水施設の改修に伴う施維持管理費節減効果 １４，９４８
設の維持管理費の節減

対象施設：農道,用水機場,用水

路,排水路

農道の整備による輸送や走行に係営農に係る走行経費 ９，２３４
わる経費の節減節減効果

老朽化した施設の更新による従前施設更新による従 更 新 効 果 １１，６８３
の農業生産の維持前の農業生産の維
対象施設：用排水路持



項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農道の整備による一般交通に要する経地域の生活環境の 一般交通等経費節減効 １，３２９
費の節減保全・向上 果

非農用地創設に係る諸経費の節減非農用地創設効果 １９，０８２

排水路や調整池における自然環境の保水辺環境整備効果 ３７６
全

計 １６９，１６７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 茨城県 地区名 伊奈二期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，０１０，０００千円

年 効 用 ② ７４，４１２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０.０６０８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，２２３，８８１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２４，０３１
の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、六条大

麦、ねぎ

農道を舗装することで、生産物運品 質 向 上 効 果 ７９９
搬時の損傷を軽減

対象作物：ねぎ、はくさい、ほう

れんそう

排水改良等による労働時間の短縮営農経費の節減 営農経費節減効果 １７，７２０
や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、大麦、ね

ぎ

農道や用排水施設の改修に伴う施維持管理費節減効果 ６，０４８
設の維持管理費の節減

対象施設：排水路、農道

農道の整備による輸送や走行に係営農に係る走行経費 １０，５５０
わる経費の節減節減効果

老朽化した施設の更新による従前施設更新による 更 新 効 果 １３，８５７
の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路,農道の維持

安全施設の設置による地域の安全地域の生活環境 安 全 性 向 上 効 果 １，２０４
性向上に係わる効果の保全・向上
対象施設：農道

排水路の一部を生態系に配慮した水辺環境整備効果 ２０３
水路とすることによる水辺環境の

保全

計 ７４，４１２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 茨城県 地区名 手野２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４，００９，５１７千円

年 効 用 ② ２８２，６００千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４，８１４，３１０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２０

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物農作物の生産量の 作 物 生 産 効 果 ９，６２０
の面積拡大や単収の増加増加
対象作物：水稲,レンコン,セリ

排水改良等による労働時間の短縮営農経費の節減 営農経費節減効果 ２７１，０７９
や機械経費の節減

対象作物：レンコン

農道や用排水施設の改修に伴う施維持管理費節減効果 △２，１５０
設の維持管理費の節減

対象施設：農道,用水機場,用水

路,排水路

非農用地創設にかかる諸経費の節地域の生活環境の 非農用地創設効果 ４，０５１
減保全・向上

計 ２８２，６００



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 栃木県 地区名 西 沢

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４８４，０００千円

年 効 用 ② ３３，５２４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２，７１１千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３８年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６２６，２５７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物農作物の生産量の 作 物 生 産 効 果 ２，５３６
の面積拡大や単収の増加増加
対象作物：水稲,二条大麦,大豆,
ニラ,いちご,飼料作物,さといも

ほ場の大区画化による労働時間の営農経費の節減 営農経費節減効果 ２２，５７６
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲,二条大麦,ニラ、
いちご,白菜,さといも

用排水施設等の改修・統廃合に伴維持管理費節減効果 ８９４
う施設の維持管理費節減
対象施設：揚水機,用水路,排水
路,道路

老朽化した施設の更新による従前施設更新による従 更 新 効 果 ３，７５４
の農業生産の維持前の農業生産の維
対象施設：揚水機持

換地手法を用いた合理的かつ経済地域の生活環境の 非農用地等創設効果 １，７２２
的な用地取得による経費節減保全・向上
対象施設：道路,施設用地

区画が整形化され、換地事業によ地 籍 確 定 効 果 ３６０
り地籍が明確になる効果
対象区域：地区全域

排水路の一部を魚類等の生息環境水辺環境整備効果 １，６８２
に配慮した石積み水路等とするこ
とによる水辺環境保全
対象施設：排水路

計 ３３，５２４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 栃木県 地区名 藤 江

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，０７９，０００千円

年 効 用 ② １０３，９３０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２，００７千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３８年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，９４７，８９９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．８０

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物農作物の生産量の 作 物 生 産 効 果 ９，５４７
の面積拡大や単収の増加増加
対象作物：水稲,二条大麦,大豆,

いちご,さといも

砂利道を舗装することにより農作品 質 向 上 効 果 ３，６９３
物の荷痛みを防止する効果

対象作物：いちご

ほ場の大区画化による労働時間の営農経費の節減 営農経費節減効果 ６９，１１７
短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲,大豆,いちご,ニ

ラ,さといも,白菜

用排水施設等の改修に伴う施設の維持管理費節減効果 １２，０３５
維持管理費節減

対象施設：揚水機,用水路,排水

路,道路

砂利道を舗装することにより通作営農に係る走行経費 ６０６
・輸送における走行費が節減され節減効果
る効果

対象車両：軽４輪、２t車

老朽化した施設の更新による従前施設更新による従 更 新 効 果 ５，９２１
の農業生産の維持前の農業生産の維
対象施設：揚水機持



項 目 年効果額（千円） 効果の内容

安全施設の設置（ガードレール）地域の生活環境の 安 全 性 向 上 効 果 ８７５
による、安全性向上に係わる効果保全・向上

区画が整形化され、換地事業によ地 籍 確 定 効 果 ９５０
り地籍が明確になる効果

対象区域：地区全域

排水路の一部を魚類等の生息環境水辺環境整備効果 １，１８６
に配慮した深み水路魚道落差工等

とすることと、生息区域分断を回

避するための藍を設置する水辺環

境保全

対象施設：用水路.排水路

計 １０３，９３０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 栃木県 地区名 深 津

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，２９３，０００千円

年 効 用 ② ７５，７９７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ３３８千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，４３５，２１１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１０

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物農作物の生産量の 作 物 生 産 効 果 １３，６１９
の面積拡大や単収の増加増加
対象作物：水稲,大豆,いちご,に

ら

ほ場の大区画化による労働時間の営農経費の節減 営農経費節減効果 ５６，２９２
短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲,いちご,にら,大

豆

用排水施設等の改修・統廃合に伴維持管理費節減効果 △６１２
う施設の維持管理費節減

対象施設：揚水機,用水路,排水

路,道路

老朽化した施設の更新による従前施設更新による従 更 新 効 果 ２，３３０
の農業生産の維持前の農業生産の維
対象施設：揚水機持

換地手法を用いた合理的かつ経済地域の生活環境の 非農用地等創設効果 ３，１１５
的な用地取得による経費節減保全・向上
対象施設：道路,施設用地

区画が整形化され、換地事業によ地 籍 確 定 効 果 ８５１
り地籍が明確になる効果

対象区域：地区全域

排水路の一部を魚類等の生息環境水辺環境整備効果 ２０２
に配慮した深み水路、魚道落差工

等とすることによる水辺環境保全

対象施設：排水路

計 ７５，７９７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 栃木県 地区名 小 代

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ８１７，０００千円

年 効 用 ② ６３，８２８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９５
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，２８９，４５５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物農作物の生産量の 作 物 生 産 効 果 ３，３３６
の面積拡大や単収の増加増加
対象作物：水稲,大豆,そば,にら,

さといも

ほ場の大区画化による労働時間の営農経費の節減 営農経費節減効果 ５６，９０７
短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲,大豆,にら,そば,

大根,さといも

用排水施設等の改修・統廃合に伴維持管理費節減効果 １，３２９
う施設の維持管理費節減

対象施設：用水路、排水路､道路

換地手法を用いた合理的かつ経済地域の生活環境の 非農用地等創設効果 ６１２
的な用地取得による経費節減保全・向上
対象施設：道路,河川,施設用地

区画が整形化され換地事業により地 籍 確 定 効 果 ５９４
地籍が明確になる効果

排水路の一部を魚類等の生息環境水辺環境整備効果 １，０５０
に配慮した深み水路、魚道落差工

等とすることによる水辺環境保全

対象施設：排水路

計 ６３，８２８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 栃木県 地区名 上 奥 沢

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７８８，０００千円

年 効 用 ② ４７，９２１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ６，５４２千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ８４７，６６５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物農作物の生産量の 作 物 生 産 効 果 ４，６８３
の面積拡大や単収の増加増加
対象作物：水稲,二条大麦,大豆,

ニラ,ナス

ほ場の大区画化による労働時間の営農経費の節減 営農経費節減効果 ３４，７２８
短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲,二条大麦,大豆,

ニラ,ナス

用排水施設等の改修・統廃合に伴維持管理費節減効果 ２，１６１
う施設の維持管理費節減

対象施設：揚水機、用水路、排水

路､道路

老朽化した施設の更新による従前施設更新による従 更 新 効 果 ４，１７９
の農業生産の維持前の農業生産の維
対象施設：揚水機持

換地手法を用いた合理的かつ経済地域の生活環境の 非農用地等創設効果 １，５４８
的な用地取得による経費節減保全・向上
対象施設：道路

区画が整形化され、換地事業によ地 籍 確 定 効 果 ６２２
効果り地籍が明確になる

計 ４７，９２１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 埼玉県 地区名 手子林第三

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，４２２，７５０千円

年 効 用 ② １０１，６３３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２８年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６２０
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，６３９，２４２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物農作物の生産量の 作 物 生 産 効 果 ２３，８８１
の面積拡大増加
対象作物：小麦,大豆,野菜

ほ場の大区画化による労働時間の営農経費の節減 営農経費節減効果 ５１，９３８
短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、小麦、大豆

用排水施設の改良に伴う施設の維維持管理費節減効果 ８３０
持管理費の節減

対象施設：用排水路

老朽化した施設の更新による従前施設の更新による 更 新 効 果 ２０，７６６
の農業生産の維持従前の農業生産の
対象施設：用排水路維持

地籍確定による国土調査費用の節地域の生活環境の 地 籍 確 定 効 果 ２，２１０
減保全・向上
対象区域：地区全域

排水路の一部を生態系に配慮した水辺環境整備効果 ２，００８
水路とすることによる水辺環境の

保全

対象施設：排水路

計 １０１，６３３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 静岡県 地区名 北郷北部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ９５８，０００千円

年 効 用 ② ４８，０７２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ５，４０７千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ９６７，７１０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による裏作作物農作物の生産量の 作 物 生 産 効 果 ８，０６８
の面積拡大や単収の増加増加
対象作物：水稲､大豆、里いも、

水掛菜、大根、白菜、飼料作物、

ばれいしょ

小区画半湿田を中区画乾田にする営農経費の節減 営農経費節減効果 ４２，０７２
ことによる営農経費の節減

対象施設：区画整理

用排水施設、道路等の改修に伴う維持管理費節減効果 △３，１１０
施設の維持管理費の増

対象施設：道路、排水路

老朽化した施設の更新による従前施設更新による従 更 新 効 果 １，０４２
の農業生産の維持前の農業生産の維
対象施設：排水路持

計 ４８，０７２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 新潟県 地区名 河間三ツ門

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，０８４，１７２千円

年 効 用 ② １２４，８４１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ３７，２０２千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，１５６，８４０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水施設改修及び暗渠排水農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １４，６１０
による転作作物の面積拡大や単収のの増加
増加

対象作物：水稲、大豆、枝豆

ほ場の大区画化及び乾田化による労営農経費の節減 営農経費節減効果 ７８，８２７
働時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、枝豆

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 １，４５４
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、農道

関連事業（県営かん排）の施行に伴営農に係る走行経費 ２６
う道路の改修により、農産物の生産節減効果
並びに流通に係る輸送経費の節減

対象施設：農道

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２７，３５８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、農道の維持

関連事業（県営かん排）の施行に伴地域の生活環境 公共施設保全効果 ２，４３６
う施設の更新による耐用年数の増加の保全・向上
対象施設：橋梁、揚水機場、樋管

関連事業（県営かん排）の施行に伴水辺環境整備効果 １３０
い排水施設を親水性等環境に配慮し

た施設にすることによる水辺環境が

保全、創造される効果

対象施設：排水路

計 １２４，８４１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 新潟県 地区名 羽黒２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，３３２，１２３千円

年 効 用 ② ７７，９５７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２３，５９３千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，３８６，１１８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水分離、客土及び暗渠排農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １２，３８１
水等による転作作物の面積拡大や単の増加
収の増加

対象作物：水稲、大豆、えだまめ、

なす、ばれいしょ、キャベツ

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ４１，３３３
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、えだまめ、

なす、ばれいしょ、キャベツ

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ３７５
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路、

揚水機

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２３，８６８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：支線排水路、揚水機、道の維持
路

計 ７７，９５７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 新潟県 地区名 五十公野２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３，９０６，０００千円

年 効 用 ② ２４２，９３２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４，６００，９８５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水分離、客土及び暗渠排農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２３，４８６
水等による転作作物の面積拡大や単の増加
収の増加

対象作物：水稲、大豆、なす、えだ

まめ

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ２１２，１６９
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、なす、えだ

まめ

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 １，９５９
施設の維持管理費の節減

対象施設：ファームポンド、用水

路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２，９２８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：道路（市道）の維持

非農用地を換地手法により合理的に地域の生活環境 非農用地等創設効果 ８０６
創設できることによる用地交渉費等の保全・向上
の節減

国土調査に代わり本事業の確定測量地 籍 確 定 効 果 １，５８４
により地籍が明らかになる効果

計 ２４２，９３２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 新潟県 地区名 野際

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２１０，０００千円

年 効 用 ② １３，１２５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２４３，５０６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用水施設改修及び客土による農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ５７６
転作作物の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆

用水施設の改修に伴う一般水管理時営農経費の節減 営農経費節減効果 ３，５９９
間の節減

対象作物：水稲

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ２，２３８
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ６，７１２
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

計 １３，１２５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 新潟県 地区名 潟３期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ８，００１，７２９千円

年 効 用 ② ４６０，１３０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ７千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ８，３２０，６０８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水分離及び暗渠排水等に農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ４９，２６３
よる転作作物の面積拡大や単収の増の増加
加

対象作物：水稲、大豆、えだまめ、

ねぎ

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ３７４，８９６
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、えだまめ、

ねぎ

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 △１，８６７
施設の維持管理費の節減

対象施設：揚水機、用水路、排水

路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３３，７２８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：支線用排水路、町道、揚の維持
水機

非農用地を換地手法により合理的に地域の生活環境 非農用地等創設効果 １，１２６
創設できることによる用地交渉費等の保全・向上
の節減

関連事業（県営かん排）の施行に伴公共施設保全効果 １
う施設の更新により耐用年数の増加

対象施設：付替道路

国土調査に代わり本事業の確定測量地 籍 確 定 効 果 ２，９８３
により地籍が明らかになる効果

計 ４６０，１３０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 富山県 地区名 串田２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，２３９，０００千円

年 効 用 ② ９４，１５８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，６５４，７９６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水分離、客土及び暗渠排農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３，９０３
水等による転作作物の面積拡大や単の増加
収の増加

対象作物：水稲、大豆、大麦

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ６２，９８０
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ２７６
施設の維持管理費の節減

対象施設：用排水路、農道

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２０，８１７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、農道の維持

事業実施に伴う発掘調査により文化地域の生活環境 文 化 財 発 見 効 果 ４，４１９
的価値が明確になる効果の保全・向上

用排水施設を親水性等環境に配慮し水辺環境整備効果 １，７６３
た施設にすることによる水辺環境が

保全、創造される効果

対象施設：排水路

計 ９４，１５８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 富山県 地区名 小山

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４４１，０００千円

年 効 用 ② ２９，２８６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５９７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４９０，５５３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

荷痛み防止による商品量の増加農作物の生産量 品 質 向 上 効 果 １９９
対象作物：大根、はくさいの増加
砂塵発生軽減(農道舗装)による生産

物単価の増加

対象作物：大豆、大根、はくさい

農地集積に伴う経営規模の変化（作営農経費の節減 営農経費節減効果 ２，１０７
付体系、作業体系、機械体系）によ

る労働時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆

用排水路改修及び農道舗装による施維持管理費節減効果 ６，５９０
設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、農道

農道改良による農産物輸送及び通作営農に係る走行経費 ２，１０５
交通の走行時間短縮と輸送車種転換節減効果
による走行経費の節減

対象施設：農道

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １８，２８５
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、農道の維持

計 ２９，２８６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 石川県 地区名 野々江２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ９６６，０００千円

年 効 用 ② ７７，４３３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２８年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６２０
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，２４８，９１９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水分離、客土及び暗渠排農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３，８５２
水等による転作作物の面積拡大や単の増加
収の増加

対象作物：水稲、大豆、かぼちゃ、

ブロッコリー

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ６２，６３１
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ８４５
施設の維持管理費の節減

対象施設：揚水機、用水路、排水

路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ７，６８７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路、揚水機の維持

事業実施に伴う発掘調査により文化地域の生活環境 文 化 財 発 見 効 果 １，９３０
的価値が明確になる効果の保全・向上

国土調査に代わり本事業の確定測量地 籍 確 定 効 果 ４８８
により地籍が明らかになる効果

計 ７７，４３３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 石川県 地区名 西三階

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７９４，７８５千円

年 効 用 ② ４９，６２５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ８７２，１４４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水施設改修及び暗渠排水農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，３４６
による転作作物の面積拡大や単収のの増加
増加

対象作物：水稲、大豆、ねぎ

ほ場の大区画化及び乾田化に伴う労営農経費の節減 営農経費節減効果 ３１，６０２
働時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆

用排水施設等の改修、揚水機の新設維持管理費節減効果 １，７８５
に伴う施設の維持管理費の節減

対象施設：揚水機、用水路、排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １２，３８９
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路の維持

国土調査に代わり本事業の確定測量地域の生活環境 地 籍 確 定 効 果 ４４０
により地籍が明らかになる効果の保全・向上

環境に配慮した機能を付加させるこ水辺環境整備効果 １，０６３
とによる水辺環境の保全・創造

対象施設：ビオトープ、石積水路、

魚巣ブロック

計 ４９，６２５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 石川県 地区名 志雄

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ８９３，２４９千円

年 効 用 ② ６１，４２３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ４４，７３０千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５９７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ９８４，１３１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１０

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水施設改修及び暗渠排水農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，６１８
による転作作物の面積拡大や単収のの増加
増加

対象作物：水稲、大豆

ほ場の大区画化及び乾田化に伴う労営農経費の節減 営農経費節減効果 ４７，７８５
働時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆

用排水施設等の改修、揚水機の新設維持管理費節減効果 １７０
に伴う施設の維持管理費の節減

対象施設：揚水機、用水路、排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １０，１８６
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路の維持

国土調査に代わり本事業の確定測量地域の生活環境 地 籍 確 定 効 果 ２９６
により地籍が明らかになる効果の保全・向上

施設機能を維持しつつ環境に配慮す水辺環境整備効果 ３６８
ることによって生じる効果

対象施設：環境配慮水路、ビオトー

プ

計 ６１，４２３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 石川県 地区名 末佐美

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４６２，２２８千円

年 効 用 ② ３４，０３４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６７３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５０５，７０６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用水施設改修及び暗渠排水に農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １，６２４
よる転作作物の面積拡大や単収の増の増加
加

対象作物：水稲、大豆、大麦

用水改良による水管理の省力化及び営農経費の節減 営農経費節減効果 ７，３７２
乾田化に伴う労働時間の短縮

対象作物：水稲、大豆、大麦

用水施設の改修に伴う施設の維持管維持管理費節減効果 １，８８４
理費の節減

対象施設：用水路、揚水機

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２３，１５４
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、揚水機の維持

計 ３４，０３４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福井県 地区名 下市

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３９６，９００千円

年 効 用 ② ４４，０４７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５９７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７３７，８０６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．８５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水施設改修、客土及び暗農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １，６７９
渠排水による転作作物の面積拡大やの増加
単収の増加

対象作物：水稲、大麦、大豆、

トマト、ほうれん草

ほ場の大区画化及び乾田化による労営農経費の節減 営農経費節減効果 ３５，２０８
働時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大麦、大豆、

トマト、ほうれん草

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 １，５４２
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、農道

揚水機場

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ５，４２５
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、農道の維持

揚水機場

国土調査に代わり本事業の確定測量地域の生活環境 地 積 確 定 効 果 １１２
により地籍が明らかになる効果の保全・向上

排水施設を魚類の生態系に配慮した水辺環境整備効果 ８１
施設にすることによる水辺環境が保

全、創造される効果

対象施設：排水路

計 ４４，０４７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福井県 地区名 下舌・上黒谷

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，６８０，０００千円

年 効 用 ② １０３，３０２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，８１５，５０１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水施設改修及び暗渠排水農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ５，７６０
による転作作物の面積拡大や単収のの増加
増加

対象作物：水稲、大麦、大豆、

さといも、だいこん

ほ場の大区画化及び乾田化による労営農経費の節減 営農経費節減効果 ３４，１８３
働時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大麦、大豆、

さといも、だいこん

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ２８，６１７
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、農道

揚水機、溜池

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３４，２９０
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、農道、揚水機の維持

国土調査に代わり本事業の確定測量地域の生活環境 地 籍 確 定 効 果 ２７９
により地籍が明らかになる効果の保全・向上

動植物の生息に配慮した整備を行う水辺環境整備効果 １７３
事により、豊かな生態系が保全され

る効果

対象施設：排水路

計 １０３，３０２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 愛知県 地区名 大宝

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６６２，２５０千円

年 効 用 ② ４３，０５７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７３３，５０９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１０

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

排水改良による作物の単収の増加農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ６，３８５
対象作物：水稲、小麦、ねぎ、えだの増加
まめ、ほうれんそう

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ４，０９４
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、小麦

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 １，５４６
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路(関連)、排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３１，０３２
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路(関連)、排水路の維持

計 ４３，０５７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 愛知県 地区名 津平

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ９３９，３００千円

年 効 用 ② ７０，４８８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １１，１５４千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０.０５７０
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，２２５，４７８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １.３０

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

ほ場の大区画化による労働時間の短縮営農経費の節減 営農経費節減効果 １，６６０
や機械経費の節減
対象作物：水稲，小麦，大豆

用排水施設等の改修、統廃合に伴う施維持管理費節減効果 ２，７８７
設の維持管理費の節減
対象施設：揚水機場等

老朽化した施設の更新による従前の農施設更新による 更 新 効 果 ６０，５９１
業生産の維持従前の農業生産
対象施設：揚水機場等の維持

関連事業：国か新矢作川用水地区地域の生活環境 安 全 性 向 上 効 果 ２，３３６

関連事業：国か新矢作川用水地区文 化 財 発 見 効 果 ２１２

関連事業：国か新矢作川用水地区公共施設保全効果 ７２

関連事業：国か新矢作川用水地区地 域 用 水 効 果 １０５

関連事業：国か新矢作川用水地区水辺環境整備効果 ２，７２５

計 ７０，４８８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 三重県 地区名 鈴鹿川沿岸4期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，８４２，８０８千円

年 効 用 ② １１４，７６５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２０７千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０.０６０１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，９０９，３６０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １.０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良による転作作物の面積農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １８，８１６
拡大の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆、白菜

用水路のパイプライン化に伴う用水管営農経費の節減 営農経費節減効果 １６，４８８
理時間の短縮
対象作物：水稲

水路改修に伴う施設の維持管理費の節維持管理費節減効果 ２０，５３０
減
対象施設：用水路

農道拡幅による輸送手段の変更に伴う営農に係る走行経費 ２，２５４
走行経費の減節減効果
対象施設：水稲、小麦、大豆、白菜

老朽化した施設の更新による従前の農施設更新による 更 新 効 果 ５４，９４５
業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

水路改修に伴い社会的要請のある区間地域の生活環境 安 全 性 向 上 効 果 ３４５
を暗渠化することによる安全性向上の保全・向上
対象施設:用水路

水路改修に伴う公共埋設施設の更新公共施設保全効果 １，３８７
対象施設：水道等公共施設

計 １１４，７６５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 三重県 地区名 兄国・朝長

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７９４，２２３千円

年 効 用 ② ４７，５４８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ８，９５９千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０.０５４２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ８６８，３１０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １.０９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用水改良による転作作物の面積農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，１８０
拡大の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆、ｷｬﾍﾞﾂ

舗装道に整備することによる荷痛防止品 質 向 上 効 果 １５２
に伴う収量増
対象作物:水稲、小麦、大豆、ｷｬﾍﾞﾂ

用水路のパイプライン化に伴う用水管営農経費の節減 営農経費節減効果 ３，９６４
理時間の短縮
対象作物：水稲

水路改修に伴う施設の維持管理費節減維持管理費節減効果 ４，０１３
対象施設：用水路

農道拡幅による輸送手段の変更に伴う営農に係る走行経費 ８４３
走行経費の減節減効果
対象施設：水稲、小麦、大豆、ｷｬﾍﾞﾂ

老朽化した施設の更新による従前の農施設更新による 更 新 効 果 ３３，０７６
業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

水路改修に伴い社会的要請のある区間地域の生活環境 安 全 性 向 上 効 果 ３８１
を暗渠化することによる安全性向上の保全・向上
対象施設:用水路

水路改修に伴う公共埋設施設の更新公共施設保全効果 ２，９３９
対象施設：水道等公共施設

計 ４７，５４８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 滋賀県 地区名 内保・湯次

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３１２，０００千円

年 効 用 ② １９，８６６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５９３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３３５，００８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，１３６
や面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、小麦、白

菜、キャベツ

用排水施設の改修等による高性能農営農経費の節減 営農経費節減効果 ７，５２０
業機械の導入、機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、小麦、白

菜、キャベツ

用排水路の改修・廃止等に伴う施設維持管理費節減効果 １，２０１
の維持管理費の節減

対象施設：用排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ８，６４７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路の維持

排水路の一部を魚類等の生息環境に地域の生活環境 水辺環境整備効果 ３６２
配慮した水路等を設置することによの保全・向上
る水辺環境の保全

対象施設：排水路

計 １９，８６６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 滋賀県 地区名 丁野・二俣

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４６０，９９０千円

年 効 用 ② ３５，５８７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５９７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５９６，０９７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，８７７
や面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、小麦、白

菜、キャベツ

用排水施設の改修等による高性能農営農経費の節減 営農経費節減効果 １５，０８３
業機械の導入、機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、小麦、白

菜、キャベツ

用排水路の改修・廃止等に伴う施設維持管理費節減効果 ２，８１９
の維持管理費の節減

対象施設：用排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １４，４７４
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路の維持

排水路の一部を魚類等の生息環境に地域の生活環境 水辺環境整備効果 ３３４
配慮した水路等を設置することによの保全・向上
る水辺環境の保全

対象施設：排水路

計 ３５，５８７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 滋賀県 地区名 湖北東

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５８１，１３８千円

年 効 用 ② ３８，１１２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６０８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６２６，８４２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １，５５８
や面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、小麦、白菜

農道の舗装による荷傷みの防止に伴品 質 向 上 効 果 ３
う商品化率の向上 対象作物：白菜

用排水施設の改修等による高性能農営農経費の節減 営農経費節減効果 ９，７０２
業機械の導入、機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、小麦、白菜

用排水路、道路の改修・廃止等によ維持管理費節減効果 １，４７９
る維持管理費の節減

対象施設：用排水路、道路

農道整備に伴う稼働時間短縮により営農に係る走行経費 ２９６
生じる走行経費節減節減効果
対象作物：水稲、大豆、小麦、白菜

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２４，２０２
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、道路の維持

排水路の一部を魚類等の生息環境に地域の生活環境 水辺環境整備効果 ８７２
配慮した水路等を設置することによの保全・向上
る水辺環境の保全

対象施設：排水路

計 ５６，６２３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 滋賀県 地区名 城南Ⅱ

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，２８２，９８６千円

年 効 用 ② ９１，０３２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２８年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６１６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，４７７，７９２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ５，１２１
や面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、小麦、トマ

ト、キュウリ、キャベツ、タマネギ

用排水施設の改修等による高性能農営農経費の節減 営農経費節減効果 １８，９８３
業機械の導入、機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、小麦、トマ

ト、キュウリ、キャベツ、タマネギ

用排水施設等の新設、改修に伴う施維持管理費節減効果 ８６５
設の維持管理費の節減

対象施設：用排水路、揚水機、管理

施設

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ６４，２０８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、揚水機、管理の維持
施設

排水路の一部を魚類等の生息環境に地域の生活環境 水辺環境整備効果 １，８５５
配慮した水路等を設置することによの保全・向上
る水辺環境の保全

対象施設：排水路

計 ９１，０３２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 京都府 地区名 榧

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，５７８，０００千円

年 効 用 ② ９５，７９２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５０７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，８８９，３８９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用水改良等による単収の増加農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３２，４１７
や面積拡大等による作付の増加の増加
対象作物：水稲、大麦、白大豆、大

かぶ、水菜、賀茂なす

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ３７，７５１
縮や機械経費の縮減

対象作物：水稲

用排水施設の改修等に伴う施設の維維持管理費節減効果 １３３
持管理費の節減

対象施設：用排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １１，８７５
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、道路の維持

基盤造成で付随的に埋蔵文化財が具地域の生活環境 文化財発見効果 １２，９７４
現化されると共に発掘調査により、の保全・向上
文化的価値が明確となる効果の発現

ほ場整備により地籍が確定すること地 籍 確 定 効 果 ６４２
による効果

計 ９５，７９２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 兵庫県 地区名 青木

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４１５，８００千円

年 効 用 ② ２５，２２１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５１６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４８８，７７９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の水管理改良による単収の増加農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３，５９５
や転作作物の面積拡大等による作付の増加
の増加

対象作物：水稲(酒米)、黒大豆、キ

ャベツ

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ２０，９６６
縮や機械経費の縮減

対象作物：水稲(酒米)、黒大豆、キ

ャベツ

用排水施設の改修等に伴う施設の維維持管理費節減効果 △２０９
持管理費の節減

対象施設：用排水路、農道

ほ場整備において、換地手法を用い地域の生活環境 非農用地等創設効果 ２００
て先行的・計画的に公共用地の非農の保全・向上
用地を円滑に創設することにより、

合理的かつ経済的に用地を取得する

効果

対象施設：県道用地、公民館

排水路の一部を魚類等の生息環境に水辺環境整備効果 ６６９
配慮した水路とすることによる水辺

環境の保全

対象施設：排水路

計 ２５，２２１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 兵庫県 地区名 氷上北Ⅲ

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １４３，８５０千円

年 効 用 ② １１，６５７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ８，８４５千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６３８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １７３，８６７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２０

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良と客土による水稲の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３，５０２
単収の増加と作目転換による生産量の増加
の増加

対象作物：水稲、黒大豆

パイプライン化によるかんがい排水営農経費の節減 営農経費節減効果 ２，０９３
管理時間の短縮及び湿田の乾田化に

伴う農業機械の作業効率向上による

営農時間の短縮

対象作物：水稲

用水施設の改修に伴う施設の維持管維持管理費節減効果 ５７９
理費の節減

対象施設：揚水機、用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ５，４８３
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：揚水機、用水路の維持

計 １１，６５７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 兵庫県 地区名 御陵Ⅰ期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ８２５，３００千円

年 効 用 ② ８８，５７２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５７８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，５３２，３８８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．８５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の土壌改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ５，９５２
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、玉ねぎ、レタス、

白菜、キャベツ、飼料作物

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ６０，３１１
縮や機械経費の縮減

対象作物：水稲、玉ねぎ、レタス、

白菜、キャベツ、飼料作物

用水施設の改修等に伴う施設の維持維持管理費節減効果 ４０２
管理費の節減

対象施設：道路、排水路、揚水機

老朽化施設の更新による従前の農業施設更新による 更 新 効 果 １９，５９２
生産の維持従前の農業生産
対象施設：道路、排水路、揚水機の維持

ほ場整備事業の面的整備事業におい地域の生活環境 非農用地等創設効果 １，６７９
て、換地手法を用い、先行的、計画の保全・向上
的に公共用地の非農用地を円滑に創

設する効果

対象施設：農機具庫、集会場等

排水路の一部を魚類等の生息環境に水辺環境整備効果 ６３６
配慮した水路とすることによる水辺

環境の保全

対象施設：排水路

計 ８８，５７２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 兵庫県 地区名 五斗長

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ８１６，９００千円

年 効 用 ② ５６，６２３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，００９，３２３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の水管理改良による単収の増加農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，９３７
や面積拡大等による作付の増加の増加
対象作物：水稲、玉ねぎ、ブロッコ
リー、飼料作物

農道の舗装整備による荷傷みの防止品 質 向 上 効 果 ２２２
による 対象作物：玉ねぎ

用水施設の改修等に伴う施設の維持維持管理費節減効果 △１，９４９
管理費の節減
対象施設：用水路、道路、揚水機

農道の改良に伴う農産物の輸送経費営農に係る走行経費 ２，０１５
の節減 対象作物：水稲、玉ねぎ、節減効果
ブロッコリー、飼料作物

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ５，１３７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路、道路の維持

ほ場整備において、換地手法を用い地域の生活環境 非農用地等創設効果 ２２１
て先行的・計画的に公共用地の非農の保全・向上
用地を円滑に創設する
対象施設：県道用地、農機具庫

ほ場整備により地籍が確定すること地 籍 確 定 効 果 ３８５
による効果

法面植生や水質保全による水辺環境水辺環境整備効果 ５１８
の保全

計 ５６，６２３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 兵庫県 地区名 南光

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １７７，９７５千円

年 効 用 ② １６，２７６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０７５０
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２１７，０１３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３，１７３
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆、はく

さい、キャベツ

農道の舗装による荷痛みの防止等に品 質 向 上 効 果 ５０９
よる収益の増加

対象作物：はくさい、キャベツ、な

す

水田の乾田化による労働時間の短縮営農経費の節減 営農経費節減効果 ５３４
や機械経費の節減

対象作物：水稲

用水施設、農道の改修等に伴う施設維持管理費節減効果 ２，７２３
の維持管理費の節減

対象施設：用水路、道路

農道の改良に伴う農産物の輸送経費営農に係る走行経費 ８，６４３
の節減 対象施設：道路節減効果

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ６９４
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

計 １６，２７６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 島根県 地区名 千 酌

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６０９，０００千円

年 効 用 ② ３５，１６７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６５２，４４８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １，３３０
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、そば

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ２５，６３７
縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、大豆、そば

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ７６９
施設の維持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３，２６８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

基盤造成で付随的に埋蔵文化財が具地域の生活環境 文 化 財 発 見 効 果 ４，０８０
現化されると共に発掘調査により、の保全・向上
文化的価値が明確となる効果の発現

排水路の一部を水生生物の生息に配水辺環境整備効果 ８３
慮した水路とすることにより、生態
系が保全される効果の発現
対象施設：排水路

計 ３５，１６７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 島根県 地区名 加 茂 西

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ８０８，５００千円

年 効 用 ② ４５，７８７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ９２６，８６２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ６，３６８
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、たまねぎ、

キャベツ、花卉、飼料

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ３６，３５１
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、たまねぎ、

キャベツ、花卉、飼料

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ９６９
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２，０９９
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

計 ４５，７８７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 島根県 地区名 隅

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３９０，６００千円

年 効 用 ② ３０，１６４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５４５，４６１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １，７７８
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、たまねぎ、
里芋、なす、トマト、メロン

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ２５，９００
縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、大豆、たまねぎ、
里芋、なす、トマト、メロン

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 １，００２
施設の維持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ６５８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

国土調査が未実施の地域で区画整理地域の生活環境 地 籍 確 定 効 果 ２６１
により区画が整形化され、付随的にの保全・向上
地籍が明確となる効果の発現

排水路の一部を水生生物の生息に配水辺環境整備効果 ５６５
慮した水路とすることにより、生態
系が保全される効果の発現
対象施設：排水路

計 ３０，１６４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 岡山県 地区名 宮 部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６４０，５００千円

年 効 用 ② ４１，４６６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６０８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６８２，００６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３，８７７
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、黒大豆、アスパラ

ガス、飼料作物

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ２９，２２７
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、黒大豆、アスパラ

ガス、飼料作物

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 １，５８５
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ５，４３１
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

基盤造成で付随的に埋蔵文化財が具地域の生活環境 文 化 財 発 見 効 果 １，３４６
現化されると共に発掘調査により、の保全・向上
文化的価値が明確となる効果の発現

計 ４１，４６６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 広島県 地区名 西 田 口

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６０９，０００千円

年 効 用 ② ４５，９８０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５７８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７９５，５０１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３０

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，３７１
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、アスパラガ

ス、小麦、ピーマン、なす

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ４０，０２１
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、アスパラガ

ス、小麦、ピーマン、なす

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 １０３
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２，８０８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

基盤造成で付随的に埋蔵文化財が具地域の生活環境 文 化 財 発 見 効 果 ６７７
現化されると共に発掘調査により、の保全・向上
文化的価値が明確となる効果の発現

計 ４５，９８０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 山口県 地区名 川 西 第 一

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４，５１２，９００千円

年 効 用 ② ２８５，０３８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４，８５５，８４３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １５，９７４
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、小麦、キャ
ベツ、たまねぎ、飼料他

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ２５１，０２３
縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、大豆、小麦、キャ
ベツ、たまねぎ、飼料他

用排水施設等の新設、改修、統廃合維持管理費節減効果 △８，２３３
に伴う施設の維持管理費の増
対象施設：用水路、排水路、排水機
場、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２０，０２７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

排水施設の整備、新設により、農用施設更新による 災 害 防 止 効 果 ５，４２１
地、農業用施設及び一般公共施設の災害防止
湛水等被害の防止と軽減
対象施設：排水路、排水機場

排水路の一部を水生生物の生息に配地域の生活環境 水辺環境整備効果 ８２６
慮した水路とすることにより、生態の保全・向上
系が保全される効果の発現
対象施設：排水路

計 ２８５，０３８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 山口県 地区名 上 り 熊

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，００８，０００千円

年 効 用 ② ７３，３７７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，２５０，０３４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，７５４
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、小麦、にんじん、
たまねぎ、馬鈴薯

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ５８，３２３
縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、小麦、にんじん、
たまねぎ、馬鈴薯

用排水施設等の新設、改修、統廃合維持管理費節減効果 １，２２１
に伴う施設の維持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２，７１３
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

基盤造成で付随的に埋蔵文化財が具地域の生活環境 文 化 財 発 見 効 果 ８，１６０
現化されると共に発掘調査により、の保全・向上
文化的価値が明確となる効果の発現

用水施設の一部を水生生物の生息に水辺環境整備効果 ２０６
配慮した施設とすることにより、生
態系が保全される効果の発現
対象施設：調整池

計 ７３，３７７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 徳島県 地区名 御 所

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，７４６，１５０千円

年 効 用 ② １２０，５３９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６１２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，９６９，５９１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用水改良による転作作物の面農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ６５，１４８
積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、葉たばこ、レタ

ス、スイートコーン、トマト他

用水路の管水路化及び道路の改良に営農経費の節減 営農経費節減効果 ８，３８３
伴う労働時間の短縮や機械経費の節

減

対象作物：水稲、葉たばこ、レタ

ス、スイートコーン、トマト他

用水施設等の新設、改修に伴う施設維持管理費節減効果 １００
の維持管理費の節減

対象施設：用水路、用水機場、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３９，６６５
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、用水機場、道路の維持

管水路埋設に伴う市道等の舗装及び地域の生活環境 公共施設保全効果 ７，２４３
水道管の更新により、耐用年数が増の保全・向上
加する付随的効果

計 １２０，５３９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 徳島県 地区名 古養水･東北

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ９９９，６００千円

年 効 用 ② ７８，６６８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，３９４，８２２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用水改良による転作作物の面農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ４８，６５４
積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、なす、ブロッコリ
ー、レタス、トマト他

用水路の管水路化に伴う労働時間の営農経費の節減 営農経費節減効果 ４，１８２
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、なす、ブロッコリ
ー、レタス、トマト他

道路の新設、改修に伴う走行時間の営農に係る走行経費 ５，５３５
短縮や機械経費の節減節減効果
対象輸送作物：水稲、なす、ブロッ
コリー、レタス、トマト他

用水施設等の新設、改修に伴う施設維持管理費節減効果 △１，４３０
の維持管理費の増
対象施設：用水路、用水機場、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２１，６８１
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、用水機場、道路の維持

道路の新設、改良による一般交通の地域の生活環境 一般交通経費節減効果 ４６
走行時間の短縮による労働時間や機の保全・向上
械経費の節減

計 ７８，６６８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福岡県 地区名 竹野

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，６２０，０００千円

年 効 用 ② １２４，４３４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ８６，４６１千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３８年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，２４８，１３６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ４４，７４０
の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、さざんか、ﾚｯﾄﾞﾛﾋﾞ

ﾝ、ﾗｶﾝﾏｷ、ｼｸﾗﾒﾝ、いちご、ﾄﾏﾄ、小

麦、あじさい

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ５８，８５５
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、いちご、ﾄﾏﾄ、小麦

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ６１８
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １４，８９２
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

発掘調査により文化的価値が明確に地域の生活環境 文 化 財 発 見 効 果 ３４５
なる効果の保全・向上

地域住民の生活環境の利便性向上、水辺環境整備効果 ４，９８４
都市住民等への「憩いの場」「やす

らぎの場」等を提供できる等、水辺

環境が保全、創造できる効果

計 １２４，４３４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福岡県 地区名 角田北部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７３５，０００千円

年 効 用 ② ４２，９４０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７６５，４１９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ７，３５３
の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、きゅうり、

なす、きゃべつ、小麦、レタス、な

ばな、いちじく

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ２４，１５６
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、きゅうり、

なす、きゃべつ、小麦、レタス、な

ばな

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ６３０
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １０，７８４
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

換地手法により公共用地等を円滑に地域の生活環境 非農用地等創設効果 １７
創設し、用地交渉期間の短縮及び経の保全・向上
費の節減がなされる効果

計 ４２，９４０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 佐賀県 地区名 大授搦・大搦

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，４６２，６５０千円

年 効 用 ② １２０，５２７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６９５
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，７３４，２０１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２６，３９３
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、麦、大豆、イチ

ゴ、アスパラ、タマネギ

ほ場の乾田化による労働時間の短縮営農経費の節減 営農経費節減効果 １１，３７４
や機械経費の節減

対象作物：水稲、麦、大豆、タマネ

ギ

用排水施設の改修による維持管理費維持管理費節減効果 ２７，５２０
の節減

対象施設：用排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ５５，２４０
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路の維持

計 １２０，５２７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 熊本県 地区名 腹赤

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５７１，２００千円

年 効 用 ② ３３，９８８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５７７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５８９，０４６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １０，４８８
の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆、ミニ

トマト、かぼちゃ

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 １５，８３４
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、小麦、大豆、かぼ

ちゃ

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 １１９
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ７，５４７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

計 ３３，９８８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 熊本県 地区名 第二西区

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４１３，７００千円

年 効 用 ② ３３，８９６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ３，０８０千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５９７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５６４，６９２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １４，７００
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、小麦、トマト、イ

草、メロン、馬鈴薯、玉葱

道路の改良による集積作業の効率化営農経費の節減 営農経費節減効果 ７３８
対象作物：イ草

排水施設等の改修に伴う施設の維持維持管理費節減効果 ６，９０９
管理費の節減

対象施設：排水路、道路

道路の改良に伴う走行速度、車種転営農に係る走行経費 ５，６９７
換等による走行経費の節減節減効果
対象作物：水稲、小麦、トマト、イ

草、メロン、馬鈴薯、玉葱

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ５，８１１
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路、道路の維持

排水路内の魚類の生息域確保による地域の生活環境 景 観 保 全 効 果 ４１
生態系の保全の保全・向上

計 ３３，８９６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 熊本県 地区名 新屋敷

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２２５，７５０千円

年 効 用 ② １６，３４８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １，０００千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２７７，５０１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １０，２１３
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、小麦、いちご、イ

草、メロン、馬鈴薯

道路の改良による集積作業の効率化営農経費の節減 営農経費節減効果 ２５９
対象作物：イ草

排水施設等の改修に伴う施設の維持維持管理費節減効果 ６２８
管理費の節減

対象施設：排水路、道路

道路の改良に伴う走行速度、車種転営農に係る走行経費 ２，１３３
換等による走行経費の節減節減効果
対象作物：水稲、小麦、いちご、イ

草、メロン、馬鈴薯

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３，１０９
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路、道路の維持

排水路内の魚類の生息域確保による地域の生活環境 景 観 保 全 効 果 ６
生態系の保全の保全・向上

計 １６，３４８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 宮崎県 地区名 江田山崎

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ９１４，９００千円

年 効 用 ② ４７，３６６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９０
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ９６６，６５３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １１，１８４
の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、ﾏﾝｺﾞｰ、ｱｰﾙｽﾒﾛﾝ、

ﾋﾟｰﾏﾝ、きゅうり、大根等

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ２６，８８０
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、ｱｰﾙｽﾒﾛﾝ、ﾋﾟｰﾏﾝ、

きゅうり、大根等

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 １，９８６
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ５，４１２
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

換地手法により公共用地等を円滑に地域の生活環境 非農用地等創設効果 １，１８５
創設し、用地交渉期間の短縮及び経の保全・向上
費の節減がなされる効果

対象施設：河川、市道

農業用ダムや用排水路を整備する際公共施設保全効果 ７１９
の道路の付け替えにより付随的に便

益が向上する効果

対象施設：国営施設

計 ４７，３６６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 宮崎県 地区名 浮堀

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６６２，０００千円

年 効 用 ② ４０，１９７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６８４，７８７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ５，９０４
の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、里芋、レタ

ス、たばこ、とうもろこし、馬鈴薯

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ２３，５４２
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、里芋、レタ

ス、とうもろこし、馬鈴薯、イタリ

アンライグラス

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ８０３
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ９，７００
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

換地手法により公共用地等を円滑に地域の生活環境 非農用地等創設効果 ２４８
創設し、用地交渉期間の短縮及び経の保全・向上
費の節減がなされる効果

対象施設：地区市民広場、歩道

計 ４０，１９７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 長田

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ８１１，６５０千円

年 効 用 ② ４６，１１１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ８２１，９４２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物農産物の生産量 作 物 生 産 効 果 ９，０４１
の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：早期水稲，かんしょ，か

ぼちゃ，キャベツ，ゴボウ，飼料作

物

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ３０，５０６
縮や機械経費の節減

対象作物：早期水稲，きゅうり，か

んしょ，かぼちゃ，飼料作物

用排水改良等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 １，５６２
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路，排水路，農道

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３，９１９
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路，排水路，農道の維持

町道へのパイプライン埋設に伴う町地域の生活環境 公共施設保全効果 １，０８３
道施設更新により、耐用年数が増加の保全・向上
する付随的効果

計 ４６，１１１


